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「GPS デバイスに対する情報の位置に依存した表示」事件 

 

H25.4.15 判決 知財高裁 平成 24 年（行ケ）第 10322 号 

拒絶審決取消請求事件：請求認容（審決取消） 

 

進歩性の判断に関する裁判例 

裁判例 

担当弁理士：佐伯 直人  

 

 

 本願発明及び引用発明に記載された文言につき広辞苑等を参照して解釈した結果、審決におけ
る解釈には誤りがあると判断された事例。 

概要 

［特許請求の範囲］ 

【請求項１】（下線部は筆者が付したもの。以下、

「本願発明」と記載する。） 

 ＧＰＳアドバイスタイプと、ＧＰＳアドバイスレ

ンジと、ＧＰＳアドバイスとを含む複数のＧＰＳア

ドバイスデータセットを格納するメモリ媒体を備え

る装置であって、 

 前記メモリ媒体は、中央演算処理装置と、出力デ

バイスとを有するＧＰＳデバイスに動作可能に接続

され、かつ前記ＧＰＳデバイスの中央演算処理装置

は、現在のＧＰＳデバイス位置を計算し、かつ前記

ＧＰＳデバイスのユーザから任意の位置および前記

任意の位置に対するＧＰＳアドバイスタイプを受け

入れ、 

 前記ＧＰＳデバイスの前記中央演算処理装置は、

前記現在のＧＰＳデバイス位置或いは前記任意の位

置を、前記複数のＧＰＳアドバイスデータセットと

比較し、前記現在のＧＰＳデバイス位置或いは前記

任意の位置が前記ＧＰＳアドバイスデータセットの

前記ＧＰＳアドバイスレンジ内に入る場合は、前記

出力デバイスへの出力のために前記ＧＰＳアドバイ

スデータセットを選択し、 

 前記ＧＰＳデバイスの前記中央演算処理装置は、

前記ユーザ入力されたＧＰＳアドバイスタイプを、

前記ＧＰＳアドバイスデータセットの前記ＧＰＳア

ドバイスタイプと比較し、前記ユーザ入力されたＧ

ＰＳアドバイスタイプが前記ＧＰＳアドバイスデー

タセットの前記ＧＰＳアドバイスタイプと一致する

場合は、前記出力デバイスへの出力のために前記Ｇ

ＰＳアドバイスデータセットを選択する装置。 

 

［原告の主張］（一部のみを抜粋） 

 審決は、本願発明と引用発明の一致点として、

「前記現在のＧＰＳデバイス位置或いは前記任意の

位置が前記データと一致する場合は、前記出力デバ

イスへの出力のために前記データを選択し」の構成

を認定したが、引用発明では、データベースに格納

されたＧＰＳ座標が現在の位置（或いは所望の場

所）と一致する場合にデータが選択されるのに対し、

本願発明は、現在のＧＰＳデバイス位置（或いは任

意の位置）がＧＰＳアドバイスレンジ内に入る場合

にＧＰＳアドバイスデータセットを選択するから、

審決は、一致点の認定に誤りがある。 

 

［被告の主張］（一部のみを抜粋） 

 原告が指摘する、引用刊行物１（甲１）の……の

記載は、その文章のとおり解釈するべきであるから、

「緯度／経度座標」を「緯度／経度座標点」の意味

には限定解釈できない。また、例えば、村や山を

「点」で識別した場合、引用刊行物１には、村役場

や山頂にまで行かなければ村内や山の近くのホテル

の案内が行われない極めて不親切な装置が開示され

ているという、不合理な理解を強いられることにな

る。 

 引用刊行物１の……記載からも明らかなとおり、

引用刊行物１において「緯度／経度座標」は、「緯

度／経度座標領域」の意味で用いられている。 

 

［裁判所の判断］（筆者にて適宜要約のうえ、下線

を引いた。） 

（１）「レンジ」とは、広辞苑（甲５）によれば、

「①幅。範囲。領域。」を意味すると解される。そ

うすると、本願発明における、「ＧＰＳアドバイス

レンジ」とは、ＧＰＳ座標を表す経度、緯度及び高

度の、それぞれの範囲を規定する、上限及び下限を

示す情報の組（セット）と解するのが相当である。 

 本願発明の……「前記現在のＧＰＳデバイス位置

或いは前記任意の位置が前記ＧＰＳアドバイスデー

タセットの前記ＧＰＳアドバイスレンジ内に入る場

合」とは、「前記現在のＧＰＳデバイス位置或いは

前記任意の位置」が、「前記ＧＰＳアドバイスデー

タセットの前記ＧＰＳアドバイスレンジ」により規

定される、経度、緯度及び高度で表されるＧＰＳ座

標の範囲内に入る場合と解するのが相当である。 

 これに対し、引用発明は、…、現在のポータブル

情報システムの位置を計算し、また、前記ポータブ

ル情報システムのユーザが入力した所望の場所の緯

度／経度を受け入れ、現在の位置に対応するデータ

を検索するために、例えば、興味ある場所のＧＰＳ

用の緯度／経度座標がデータベースに記録格納され
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るものである。 

 ここで、「座標」とは、広辞苑（甲６）によれば、

点の位置をｘ軸、ｙ軸等に関して一意的に決定する

数値の組を意味すると解される。 

 また、引用刊行物１には、一般的にユーザの現在

位置を中心とする所定半径内の、ユーザにとって興

味のある特定の事項に関するデータベースの自動検

索を開始することや、新しいＧＰＳデータをキーと

して使用して、データベースをサーチし、新しいＧ

ＰＳパラメータと非直接的に適合または関連する任

意のデータ記録を検索することは記載されているが、

そのための具体的な構成及び方法が明示されている

とは認められない。 

 そうすると、引用刊行物１には、現在のポータブ

ル情報システムの位置を計算し、また、前記ポータ

ブル情報システムのユーザが入力した所望の場所の

緯度／経度を受け入れ、現在の位置に対応するデー

タを検索する際に、記録格納された、興味ある場所

のＧＰＳ用の緯度／経度座標、すなわち緯度及び経

度により一意的に決定する座標点と解される、所定

の固定のＧＰＳ座標と比較することは、記載されて

いるが、ＧＰＳ座標の所定の範囲を規定する、経度、

緯度それぞれの上限及び下限を示す情報の組（セッ

ト）と比較することが記載又は示唆されているとは

認められない。 

 本願発明と引用発明とは、本願発明が、「前記現

在のＧＰＳデバイス位置或いは前記任意の位置が前

記ＧＰＳアドバイスデータセットの前記ＧＰＳアド

バイスレンジ内に入る」ことを検出して、「前記出

力デバイスへの出力のために前記ＧＰＳアドバイス

データセットを選択」するとの構成を備えるのに対

し、引用発明は、現在のポータブル情報システムの

位置を計算し、また、前記ポータブル情報システム

のユーザが入力した所望の場所の緯度／経度を受け

入れ、現在の位置に対応するデータを検索する際に、

本願発明の上記の構成を備えていない点で相違する

というべきであり（以下「相違点３」という。）、

審決がこの点を含めて一致点として認定したことは

誤りである。 

 以上のとおり、審決は、相違点３を看過したため、

一致点及び相違点の認定を誤ったものである。 

（２）被告は、…「緯度／経度座標」を「緯度／経

度座標点」の意味に限定解釈することはできないと

主張する。しかし、前記認定のとおり、「座標」と

は、点の位置をｘ軸、ｙ軸等に関して一意的に決定

する数値の組を意味するものと解されるところ、こ

れは、文字どおりの解釈であって、限定解釈ではな

い。被告の主張は採用することができない。 

 被告は、…、引用刊行物１において「緯度／経度

座標」は、「緯度／経度座標領域」の意味で用いら

れていると主張する。しかし、…「設定経路モー

ド」について、「ＧＰＳデータを常にモニタするこ

とによって、装置は、場所１－６のそれぞれに何時

到達したかを決定し、その後、対応する音声フレー

ズがＧＰＳ－ＣＤデータベースまたは放送データか

ら検索され、受話器口またはスピーカーを介してユ

ーザに再生される。」と記載されている。この記載

によれば、「設定経路モード」では、「場所１－

６」及び「いくつかの場所」のような、緯度及び経

度により一意的に決定する特定の場所に到達すると

音声フレーズが検索され、再生されると解するのが

相当である。「場所１－６」及び「いくつかの場

所」が、経度、緯度それぞれの上限及び下限を示す

情報の組（セット）として表され、ＧＰＳ座標の所

定の範囲を規定する「緯度／経度座標領域」を意味

するものとはいえない。 

（３）審決は、相違点３を看過している。そして、

審決は、相違点１及び２の容易想到性については判

断しているが、相違点３の容易想到性については何

ら判断していない。そうすると、審決は、一致点及

び相違点の認定を誤った結果、相違点３の判断を遺

脱したものであり、これが審決の結論に影響を及ぼ

すことは明らかであるから、原告主張の取消事由１

は理由がある。 

 

［検討］ 

 「座標」の情報を用いているか、「座標の範囲」

の情報を用いているかという点に関する相違点が看

過されていたことで審決が取り消された事例である。 

 

≪実務上の指針≫ 

 審査官、審判官は、往々にして本願発明と基本的

な思想が近いという点で主引例を選定した上で、こ

の主引例に記載された発明を上位概念化して捉えた

上で、本願発明との一致点、相違点を認定すること

がある。拒絶理由通知における反論の際には、本願

請求項に係る発明の各構成要件のそれぞれが主引例

に記載の発明に開示又は示唆がされているかどうか

を仔細に分析して相違点を抽出し、指摘することが

肝要である。 

 また、裁判所では、用いられる言語の解釈に「広

辞苑」が頻繁に利用される。請求項や明細書にて利

用する用語においても、本来の意味での使い方をし

ているか今一度注意すべきであるという点について、

改めて気付かされる裁判例の一つと思われる。 

以上 


